
１．財政投融資を活用している事業の主な内容

２．財政投融資計画額等
（単位：億円）

３．当該事業に関する政策コスト分析の試算値

①　政策コスト ③経年比較分析 （単位：億円）

②　投入時点別政策コスト内訳

④発生要因別政策コスト内訳 （単位：億円）

⑤感応度分析（前提条件を変化させた場合） （単位：億円）

＜参考＞補助金・出資金等の27年度予算計上額

補助金等   70億円

出資金等　 -   

４．分析における試算の概要及び将来の事業見通し等の考え方

[試算の概要]

①　

②　

③

④ 一般管理費等については、29年度以降は貸付金の管理及び回収業務についてのみ計上している。

① 27年度の貸付金4,332億円及び28年度の貸付金1,337億円を64年度までに回収することとしている。
　 （なお、28年度に交付する1,337億円については、26年度及び27年度融資分に係る未交付貸付金である。）
②　

③

※各欄は単位未満四捨五入の端数処理により、合計において合致しない場合がある。

貸倒償却については、27年度予算における貸倒引当金計上額を分析期間内で償却することとし、総額で117億円を見込んでいる。なお、
貸倒償却額は各年度の貸付金残高を基に算出しており、貸倒償却率は次頁のとおりである。

増減額のうち機会費用の増減額 ＋0

［将来の事業見通し等の考え方］

(+114)

増減額のうち機会費用の増減額 ＋103

貸倒償却額＋10％ 36 (+12)

出資金等の機会費用分 - - - 貸付及び調達金利＋１％ 137

機構の行う事業のうち、福祉医療貸付事業を経理している一般勘定を試算の対象としている。ただし、当該勘定に含まれる福祉医療経営
指導事業、福祉保健医療情報サービス事業及び社会福祉振興助成事業に係る費用については、分析の対象から除外した。
既往の貸付金残高 3兆3,578億円（26年度末予定額）に加え、27年度の事業計画（貸付契約額 4,186億円）に基づき貸付を実行した場合
について試算している。
分析期間は、既往の貸付金に加え、2７年度の事業計画に基づく貸付金が全て回収され、財政融資資金借入金が全て償還されるまでの
38年間としている。

繰上償還については、平成10年10月1日以降の貸付申込受理分から任意の繰上償還には弁済補償金が付されるので、弁済補償金付と
弁済補償金無に区分されるが、弁済補償金付繰上償還については、財政融資資金借入金についても弁済補償金付の繰上償還を行うの
で、政策コストに影響を与えないことから見込まず、弁済補償金無繰上償還のみを見込んでいる。平成27年度の繰上償還額は、概算決
定と同額を計上。平成28年度以降の繰上償還額は、各年度期首残高に過去の実績に基づいた繰上償還率を乗じて試算しているが、弁
済補償金無の対象となる貸付残高が年々減少していくため、繰上償還率も減少する見込みとなる。

△ 59

　　③ その他（利ざや等）

剰余金等の増減に伴う
政策コスト

9 △ 164 △ 173
変化させた前提条件とその変化幅 政策コスト（増減額）

12

国への資金移転 - - -

① 分析期首までに投入された
　出資金等の機会費用分

123 91 △ 33

　　① 繰上償還 7
② 分析期間中に新たに見込ま
　れる政策コスト

165

 (A) 政策コスト 【再掲】 288 24 △ 264

 (A) 27年度政策コスト【再掲】 24

△ 67 △ 232

　　② 貸倒 5

国からの補助金等 156 97

△ 264

分析期間（年） 40 38 △ 2

（単位：億円）

区　　分 26年度 27年度 増　減

241 ＋56

3.国からの出資金等の機会費用分 123 △ 28 △ 152
　27年度の政策コストは24億円である。26年度と27年度の前提金利の
変化による影響を捨象し、27年度以降に発生する政策コストを比較す
ると、実質的な政策コストは26年度から56億円増加したと分析される。
このような実質的なコスト増は、以下のような要因によるものと考えられ
る。
・27年度新規融資によるコスト減   （△ 48億円）
・28年度以降の財投機関債発行によるコスト増   （＋108億円）
・貸倒償却額の増加によるコスト増   （＋ 5億円）
・25年度実績確定及び26年度見込改定によるコスト増（＋ 23億円）
・運営費交付金対象支出によるコスト減   （△ 23億円）
・その他の要因（機会費用等の減等）   （△９億円）

1～3 小計 279 69

1～2 小計 156 97 △ 59
 (B) (A')のうち27年度以降に発生
　　する政策コスト

186

△ 210

4.欠損金の増減分 9 △ 45 △ 54

1～4 合計＝政策コスト (A)　 288 24

1.国からの補助金等 156 97 △ 59  (A) 政策コスト【再掲】 288 24 △264

2.国への資金移転 -           -           -           
 (A') (A)を26年度分析と同じ前提
　　金利で再計算した政策コスト

288 241 △47

（単位：億円）

区　　分 26年度 27年度 増　減 区　　　分

(独)福祉医療機構(一般勘定) http://hp.wam.go.jp/

　社会福祉の増進並びに医療の普及及び向上を図るため、特別養護老人ホーム等の社会福祉施設の設置等に必要な資金及び病院、診療所、
介護老人保健施設等の医療関係施設等の設置等に必要な資金の融資（貸付事業）を行っている。
（参考）
　財投対象外の主な事業としては、退職手当共済事業、心身障害者扶養保険事業、福祉医療経営指導事業、福祉保健医療情報サービス事
業、社会福祉振興助成事業、年金担保貸付事業及び労災年金担保貸付事業等がある。

27年度財政投融資計画額 26年度末財政投融資残高見込み

4,608 30,432

26年度 27年度 増　減



④　25年度末におけるリスク管理債権の残高は805億円。民間の企業会計に準拠した場合の貸倒引当金は104億円（25年度末）である。
　　（貸倒引当金／貸付金残高（貸付受入金控除後）＝0.325％）

５．補助金等が投入される理由、仕組み、国庫納付根拠法令等

［補助金等が投入される理由］　　

（根拠法令等）

・独立行政法人通則法 第46条（運営費交付金）

・予算補助（利子補給金）

［国庫納付根拠法令］

独立行政法人福祉医療機構法

２ 略

４ 略

５ 前各項に定めるもののほか、納付金の納付の手続その他積立金の処分に関し必要な事項は、政令で定める。

独立行政法人通則法

第46条の2　独立行政法人は、不要財産であって、政府からの出資又は支出（金銭の出資に該当するものを除く。）に係るもの（以下この条において「政府

2

3

4

5 主務大臣は、第1項、第2項又は第3項ただし書の規定による認可をしようとするときは、あらかじめ、評価委員会の意見を聴かなければならない。

6 前各項に定めるもののほか、政府出資等に係る不要財産の処分に関し必要な事項は、政令で定める。

６．特記事項など

（参考）当該事業の成果、社会・経済的便益など

　１　融資実績等

　２　過去10年間（平成16～25年度）における貸付事業の成果

①　福祉貸付事業においては、民間の社会福祉施設が施設数で7千4百 　②　医療貸付事業においては、医療関係施設1千3百施設の新設、1千2百

　施設、定員で34万人分の整備が図られた。 　　施設の増改築が行われ、病床等の整備が図られた。

　　　老人福祉施設 　　　 介護老人保健施設

　　　障害福祉施設 病院

　　　児童福祉施設

（注）（　）書は平成25年10月現在の民間社会福祉施設等の定員である。

15.1万人 （133.9万人）

33,529億円

16.6万人 （ 56.1万人） 4.6万人

23,491件

（31.9万人）

2.1万人 （ 13.2万人） 1.5万人 （157.4万人）

6,972件 16,352億円

合　計 1,476件 4,273億円 135,409件 101,075億円

医療貸付 221件 1,735億円 95,398件 61,222億円

平成25年度融資実績 平成25年度まで融資累計額 平成25年度末融資残高

福祉貸付 1,255件 2,538億円 40,011件 39,853億円 16,519件 17,177億円

　機構の福祉医療貸付事業の政策コストは、少子・高齢化社会において福祉・医療・介護サービスの充実のために欠かせない社会資源である社会福祉
事業施設及び病院等の医療関係施設等の設置・整備等に必要な資金を政策的に長期・低利で融資するためのものであり、機構の融資により、社会福祉
事業施設及び医療関係施設の整備が推進され、社会福祉の増進並びに医療の普及及び向上が図られている。

（注）平成28年度期首残高に対する分析期間中の貸倒償却推計総額の比率

福祉・保健・医療サービス提供基盤となる社会福祉施設や医療施設等は、少子・高齢化社会に対応して国民生活に不可欠の社会資源であり、その整備
等の促進を図るための経費等として一般会計から調達金利と貸付金利の金利差にかかる補給金等を受け入れている。

「政府は、予算の範囲内において、独立行政法人に対し、その業務の財源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相当する金額を交付することができる。」

第16条　機構は、通則法第29条第2項第1号に規定する中期目標の期間（以下この項において「中期目標の期間」という。）の最後の事業年度に係る通則
法第44条第1項又は第2項の規定による整理を行った後、同条第1項の規定による積立金があるときは、その額に相当する金額のうち厚生労働大臣の承
認を受けた金額を、当該中期目標の期間の次の中期目標の期間に係る通則法第30条第1項の認可を受けた中期計画（同項後段の規定による変更の認
可を受けたときは、その変更後のもの）の定めるところにより、当該次の中期目標の期間における第12条第1項に規定する業務の財源に充てることができ
る。

３ 機構は、前条第1号に掲げる業務に係る勘定、同条第4 号に掲げる業務に係る勘定及び同条第5号に掲げる業務に係る勘定において、第1項に規定す
る積立金の額に相当する金額から同項の規定による承認を受けた金額を控除してなお残余があるときは、その残余の額を国庫に納付しなければならな
い。

出資等に係る不要財産」という。）については、遅滞なく、主務大臣の認可を受けて、これを国庫に納付するものとする。ただし、中期計画において
第30条第2項第4号の2の計画を定めた場合であって、その計画に従って当該政府出資等に係る不要財産を国庫に納付するときは、主務大臣の認
可を受けることを要しない。

 独立行政法人は、前項の規定による政府出資等に係る不要財産（金銭を除く。以下この項及び次項において同じ。）の国庫への納付に代えて、主
務大臣の認可を受けて、政府出資等に係る不要財産を譲渡し、これにより生じた収入の額（当該財産の帳簿価額を超える額（次項において「簿価
超過額」という。）がある場合には、その額を除く。）の範囲内で主務大臣が定める基準により算定した金額を国庫に納付することができる。ただし、
中期計画において第30条第2項第4号の2の計画を定めた場合であって、その計画に従って当該金額を国庫に納付するときは、主務大臣の認可を
受けることを要しない。

独立行政法人は、前項の場合において、政府出資等に係る不要財産の譲渡により生じた簿価超過額があるときは、遅滞なく、これを国庫に納付す
るものとする。ただし、その全部又は一部の金額について国庫に納付しないことについて主務大臣の認可を受けた場合における当該認可を受けた
金額については、この限りでない。

独立行政法人が第1項又は第2項の規定による国庫への納付をした場合において、当該納付に係る政府出資等に係る不要財産が政府からの出資
に係るものであるときは、当該独立行政法人の資本金のうち当該納付に係る政府出資等に係る不要財産に係る部分として主務大臣が定める金額
については、当該独立行政法人に対する政府からの出資はなかったものとし、当該独立行政法人は、その額により資本金を減少するものとする。

（実績） （見込み） （計画）

年　度 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36～55 56～64
繰上償還率（福祉） 1.01 0.18 0.50 0.17 0.15 0.13 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10 －

繰上償還率（医療） 3.16 1.15 2.00 1.05 0.97 0.88 0.80 0.71 0.63 0.54 0.45 0.37 －

貸倒償却率 0.036 － － 累計0.35％（注）

（試算前提）



　（注）各年度の政策コストは、推計に適用される金利等の前提条件は異なる。

（参考）構成要素別政策コストの推移
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（単位：億円）

＜（独）福祉医療機構（一般勘定）＞

（ポイント）

・23年度の補正予算により、東日本大震災に伴う災害復旧・復興融資によって発生する金利差を補てんするために政府出資金を受け

入れたこと及び貸付期間の延長に伴い分析期間が延長したことにより、24年度から26年度までは国からの出資金等の機会費用分が

増加傾向。

・27年度は前提金利の低下に伴い、資金繰りを目的とした債券発行に係るコストが大幅に減少したため、損益が改善し、剰余金が発

生することにより、国からの出資金等の機会費用分がマイナスコストとなる。



　（参考）貸借対照表、損益計算書

貸借対照表 (単位：百万円)

科目 25年度末実績 26年度末見込 27年度末計画 科目 25年度末実績 26年度末見込 27年度末計画

（資産の部） （負債及び純資産の部）

流動資産 262,474 267,482 268,895 流動負債 272,233 347,174 321,952

　現金及び預金 4,259 1,362 1,295 　運営費交付金債務 154 64 64

　１年以内回収予定長期貸付金 251,771 259,532 261,006 　預り補助金等 2,919 -                  -                  

　未収収益 6,593 6,843 6,851 　１年以内償還予定福祉医療機構債券 -                  69,000 30,000

　未収入金 90 -                  -                  　債券発行差額（△） -                  △ 1 -                  

　その他 8 -                  -                  　１年以内返済予定長期借入金 259,744 268,632 282,029

　貸倒引当金 △ 248 △ 255 △ 257 　未払金 139 101 101

固定資産 2,940,183 3,089,917 3,230,551 　未払費用 9,166 9,378 9,758

　有形固定資産 1,358 1,309 1,274 　預り金 10 -                  -                  

　　建物 491 471 454 　その他 101 -                  -                  

　　構築物 0 0 0 固定負債 2,910,416 2,991,216 3,159,846

　　車両運搬具 0 0 0 　資産見返負債

　　工具器具備品 81 53 35 　　資産見返運営費交付金 541 368 226

　　土地 785 785 785 　福祉医療機構債券 264,000 215,000 205,000

　無形固定資産 472 317 191 　債券発行差額（△） △ 21 △ 16 △ 14

　　ソフトウェア 471 316 190 　長期借入金 2,645,895 2,775,864 2,954,635

　　電話加入権 1 1 1 （負債合計） 3,182,649 3,338,390 3,481,799

　投資その他の資産 2,938,353 3,088,291 3,229,085 資本金

　　長期貸付金 2,940,174 3,090,306 3,231,255 　政府出資金　 23,794 23,794 23,794
　　   破産債権、再生債権、更生債権
       その他これらに準ずる債権 7,611 8,160 8,528 資本剰余金 △ 1,506 △ 1,525 △ 1,543

　　敷金・保証金 710 710 710 　資本剰余金 △ 674 △ 674 △ 674

　　貸倒引当金 △ 10,142 △ 10,884 △ 11,408 　損益外減価償却累計額（△） △ 437 △ 456 △ 473

　損益外減損損失累計額（△） △ 395 △ 395 △ 395

繰越欠損金

　当期未処理損失 △ 2,280 △ 3,260 △ 4,604

　（うち当期総損失） (△ 810) (△ 979) (△ 1,344)

（純資産合計） 20,008 19,009 17,647

資産合計 3,202,656 3,357,399 3,499,446 負債・純資産合計 3,202,656 3,357,399 3,499,446

（注）１．貸借対照表には、政策コスト分析対象外事業に係る金額を含む。　

　　　２．四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

損益計算書 (単位：百万円)

科目 25年度実績 26年度見込 27年度計画 科目 25年度実績 26年度見込 27年度計画

（損失の部） （利益の部）

経常費用 56,530 53,774 56,989 経常収益 55,438 52,795 55,645

　福祉医療貸付業務費 53,564 50,534 54,608 　運営費交付金収益 2,488 2,912 2,719

　経営指導業務費 251 260 256 　福祉医療貸付事業収入 48,086 42,735 46,722

　 福祉保健医療情報サービス業務費 314 325 327 　経営指導事業収入 39 38 39

  社会福祉振興助成業務費 1,624 1,524 900 　 福祉保健医療情報サービス事業収入 8 3 5

　一般管理費 766 886 896 　補助金等収益 4,555 6,922 6,006

　雑損 12 245 2 　資産見返運営費交付金戻入 237 173 143

　財務収益 10 9 10

　雑益 14 1 1

経常損失 1,092 979 1,344

臨時利益 282 -                  -                  

　貸倒引当金戻入益 282 -                  -                  

当期純損失 810 979 1,344

当期総損失 810 979 1,344

合　　計 56,530 53,774 56,989 合　　計 56,530 53,774 56,989

（注）１．損益計算書には、政策コスト分析対象外事業に係る金額を含む。　

　　　２．四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。


